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食料・農業・農村基本法が1999年に制定して以来初めての改正
↓

基本計画（5年ごと） 6度目の策定

食料・農業・農村政策審議会に農林水産大臣より基本法検証の諮問（2022年9月29日）
《基本法検証部会を新たに設置、18回の審議》

食料・農業・農村政策審議会からの答申（2023年9月11日）

国会（衆議院）へ改正法案を提出（2024年2月27日）
国会（参議院）で成立（2024年5月29日）
改正法施行（2024年6月5日）

食料・農業・農村政策審議会に農林水産大臣より基本計画検討の諮問（2024年8月29日）
《企画部会にて11回の審議》

食料・農業・農村政策審議会からの答申（2025年3月27日）
食料・農業・農村基本計画を閣議決定（2025年4月11日）



【食料政策】国民一人一人の「食料安全保障」を基本理念の中心に
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食料システム
食料の生産から消費に至る各段階の関係者が有機的に連携する
ことにより、全体として機能を発揮する一連の活動の総体

基本法改正のポイント

• 食料供給力向上
• スマート農業
• 構造改革

• 不測時への対応

〈
強
化
〉

【環境政策】「環境と調和のとれた食料システム」を新たな基本理念に

• 合理的な価格形成



関連する法律の制定・改正

食料供給困難事態対策法
• 2024年6月14日成立、2025年4月1日施行

農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（スマー
ト農業技術活用促進法）

• 2024年6月14日成立、同年10月1日施行
• 開発供給事業
• 生産方式革新事業

土地改良法改正
• 2025年3月31日成立、同年4月1日施行
• 施設保全、防災・減災・強靭化、スマート農業のための基盤整備

食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の促進及び食
品等の取引の適正化に関する法律（食料システム法）

• 2025年6月11日成立
• 安定取引関係確立事業活動、流通合理化事業活動、環境負荷低減事業活動、消費者選択支援事業
活動



食料・農業・農村政策審議会企画部会（2024年11月6日）
「基本計画の策定に向けた検討の視点：我が国の食料供給（農地、人、技術）」



食料・農業・農村政策審議会企画部会（2024年11月6日）
「基本計画の策定に向けた検討の視点：我が国の食料供給（農地、人、技術）」

• 「初動5年間で農業の構
造転換を集中的に推し
進める」という方針へ

• ただし、突然このよう
な事態となったのでは
ない



国内農業生産額の推移（実質：2015年基準）

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」

• 国内の実質農業生産
額（総産出）は
1980年半ばから低
下傾向にあり、上昇
の気配がない



時期別にみた農業の投入・産出および全要素生産性の動向

資料：米国農務省経済調査局（USDA/ERS）https://www.ers.usda.gov/data-products/international-agricultural-productivity/

資料注：総産出は購買力平価レー
トを利用してドル換算し、国
際平均生産者価格の2015年
固定価格値で実質化。総産出
には養殖業産出額を含む

注：たとえば1960年代の平均変
化率は1961年から1970年
の10年の毎年の対前年変化
率の平均値で算出。
なお、2012・13年の総産出
については日本国内の動向と
矛盾するものだったので、
2010年代については2013
～2022年の9年間の平均変
化率で把握。



時期別にみた農業の投入・産出および全要素生産性の動向

資料：米国農務省経済調査局（USDA/ERS）https://www.ers.usda.gov/data-products/international-agricultural-productivity/

• 総産出は1980年半
ばから減少傾向（マ
イナスの成長率）

• 総投入は1970年代
から減少、90年代か
らは大幅な減少

• 下支えしたのは全要
素生産性の伸び

• 全要素生産性の変化
率＝
ｒ総産出の変化率
－ ー総投入の変化

• 全要素生産性の変化
率は技術進歩の代理
指標



時期別にみた農業の投入の動向

資料：米国農務省経済調査局（USDA/ERS）https://www.ers.usda.gov/data-products/international-agricultural-productivity/

メリハリのある投入の減少
労働の減少を資本整備で代替

あらゆる投入が減少する時代に
→労働投入の減少は今後も継続



時期別にみた農業の投入の動向

資料：米国農務省経済調査局（USDA/ERS）https://www.ers.usda.gov/data-products/international-agricultural-productivity/

メリハリのある投入の減少
労働の減少を資本整備で代替

あらゆる投入が減少する時代に
→労働投入の減少は今後も継続

• 1990年半ば以降、
カロリーベースでみ
た国内の総食料消費
（自給率計算での分
母）は低下し続けて
いるため、もし国内
生産の減少を止める
ことができていたな
らば、食料自給率を
向上させることは可
能だった

• そのためには総投入
を増やす必要があっ
たがすべての投入は
減少し続けてしまっ
た



この30年間の構図
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食料システム法の課題

• 消費者に妥当な価格水準
で購入してもらうことが
前提、納得してもらうた
めには理解が必要

• 「国民理解の醸成」



時期別にみた農業の投入・産出および全要素生産性の動向

資料：米国農務省経済調査局（USDA/ERS）https://www.ers.usda.gov/data-products/international-agricultural-productivity/

• 総投入が大きく減少
しても何とかこの程
度の産出の低下にと
どまったのは、技術
進歩があったから
→それを今後どのよ
うに維持・発展させ
ていくべきか？：
スマート農業を推進
する上での課題



持続的な食料供給を実現するためのイノベーションが必要

• 広義のフードチェーンにおけるあらゆるセクターで生産性の向上を推進
農地・水維持管理→播種・育苗→栽培→防除→収穫→調製・加工→流通・保管→調理

• 各セクターでの労働生産性と作業精度の向上
• SCM効率化

• セクター間での取引上に存在する目詰まりの解消
• イノベーション推進上の律速段階の特定と解決

• チェーン全体で付加価値を向上させるマーチャンダイジングの推進
• 技術を実装するためのセクター内の投資とチェーン間連携の促進
• スマート農業イノベーション推進会議(IPCSA)プラットフォームへの期待

• イノベーションエコシステムの実現
• ブレークスルー可能性の確認と実現への協働活動

• 食料システムにおけるガバナンスの構築
• 技術ならびに取引慣行・規格・基準の擦り合わせ
• 情報の共有と利活用のルール確立

• 国民理解の醸成に資するため科学に支えられた食育の実現
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食料・農業・農村セクター
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